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長岡大学は「地域に役立つ大学」という理念の下に、
地域研究センターを中心に地域の産業振興に役立つ研
究を進めてきており、その中で、とくに、製造企業の
競争優位特性と地域社会との関連性について、強い関
心をもってきた。そのような経緯から私たち長岡大学
共同研究グループは本格的な実証的研究『大都市部と
農村部における製造業の存立基盤特性と競争特性の比
較研究』を本年度から実施することとなった。なお、
この研究に対して文部科学省科学研究費補助金が交付
されている。
本稿では、この研究計画の概要と研究計画の基礎と
なったこれまでの地域研究センターでの研究の経緯、
とくに私自身の研究の内容に焦点を当てて紹介したい。
１．共同研究の概要
（１）研究の狙いと意義はなにか
この研究は、とくに中小製造企業の場合、大都市部
立地と農村部立地では、企業と地域コミュニティの関
係が質的に異なり、これによって企業の競争優位特性
に特徴の差があるのではないかとの仮説に基づいて、
さまざまな角度から地域の特性と企業の競争優位特性
との相互関係を実証的に究明しようとするものであ
る。事実、この不況の時期において大都市圏よりも農
村圏の方が廃業率が低い傾向が見られる。
これまでにも、中小企業や地域産業（地場産業等）
についての研究は数多く行われてきたが、産業の環境
条件ばかりでなく生活・文化などの地域特性にまで踏
み込んだ比較研究の例はあまりない。一方で、とくに
OECDやEUの研究グループの精力的な研究によって、
国あるいは特定の地域の基盤的要素がそこに立地する
産業の競争力や発展力に大きな影響を与えていること
が次第に明らかにされてきている。
私たちの狙いは、国内において、こうした関係を解
明することによって、地域の特性に支えられる企業経
営のあり方、地域の特性に適合した中小企業政策ある
いは地域の産業振興政策のあり方に新しい有益な知見
を提供することにある。また、最近、国際的に注目さ
れているクラスター（地域産業集積）の研究にも貢献
できると考えている。
（２）どのような考えで研究を行うのか
製造企業の経営戦略の違いと競争上の特徴について
は、従来、国際競争の観点で国内外で多くの研究が行
われ、国際競争において競争優位を生み出す要因が明
らかにされてきている。その中で、国のもつ社会シス
テムとしての能力が近年、とくに注目されるようにな
り、その国に適合したナショナル・イノベーション・
システムの構築が健全な経済成長と産業の競争力の維
持に重要な役割を果たすという認識が高まった。
さらに、国際競争においてクラスター（地域産業集
積）のもつ競争優位性についても研究が進み、その成
果を採り入れて、知識経済への移行に対応する大学・
研究機関を中核とするクラスターの育成が世界的に行
われるようになった。
一方で、我が国においては、中小企業群で構成され
る地域産業に関して、多くの研究がなされ、その経営
の特性や競争上の特徴と地域特性との関連性などが議
論されている。
これら２つの研究の流れ、すなわち、①産業の国際
競争における国およびクラスターの能力に関する研究
と、②地域経済や中小企業を中心とする地域産業に関
する研究は、社会基盤の特性が企業の競争力に影響を
与えると見る点では共通しており、これを融合するこ
とで地域イノベーション・システムの枠組みを提示で
きる可能性がある。
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しかし、国内の地域産業についても、地域コミュニ
ティの特性（生活環境、生活様式など）にまで踏み込
んで存立基盤と競争力との関係を明らかにしたものは
ない。産業の競争力を支える能力は、たとえば大都市
部と農村部では大きく異なる可能性がある。
この研究は、このような問題意識に基づいて、ナシ
ョナル・イノベーション・システムに関する従来の研
究成果を踏まえて、国内の地域コミュニティの特性と
製造企業の経営の実態、さらにその競争上の特性につ
いて実証的な調査研究を行い、我が国における地域イ
ノベーション・システムの枠組み構築を目指そうとす
るものである。
（３）どのようなメンバーでやるのか
今日では、社会科学の分野と言えども、一人の研究
者によってインパクトのある研究を行うことはできな
い。多様な価値観と知恵の融合でしか、この複雑でめ
んような社会現象を相手に実用的意義のある成果は得
られないからである。
共同研究チームの構成は下記のとおりで、さまざま
な専門領域をカバーしていること、すなわち社会科学
の広い領域の知見と多様な研究手法を融合することが
できる点にこの研究の特徴があると考えている。
（４）研究計画の骨組みと研究の手段
研究は長岡大学地域研究センター運営委員を中心と
したメンバーによる共同研究として、３年計画で行う。
３年間の研究計画の要点は下記のとおりである。
この研究は大都市圏と農村圏の産業の競争に与える
違いに注目している。比較研究の対象地域については、
新潟県の各地域（長岡、燕、三条等）および首都圏
（大田区、川崎等）、大阪圏（東大阪等）を考えている。
また、業種については、製造業で地域をまたがって比
較し易いもの（地域性の低いもの）を想定している。
他に、松信ひろみ専任講師（社会学、女性学）の協力も仰ぐ。
①我が国地域産業の競争特性（既往研究） 本研究（地域コミュニティ特性と製造 
企業の競争特性） 
我が国における地域イノベー 
ション・システムのあり方 
②新潟県の地域経済の構造（既往研究） 
③国およびクラスターの産業競争特性 
イノベーション・システム（既往研究） 
図表２　長岡大学共同研究チーム
　　氏　　名 　　役　　　職 　　　　専　　門　　分　　野 
研究代表者 原　　　陽一郎 
原　田　誠　司 
早　川　博　之 
高　橋　治　道 
鯉　江　康　正 
兒　嶋　俊　郎 
松　本　和　明 
小　田　康　治 
権　　　五　景 
長岡大学教授 
那須大学教授 
長岡大学教授 
　同　　上 
長岡大学助教授 
　同　　上 
長岡大学専任講師 
　同　　上 
　同　　上 
イノベーション、技術経営、経営戦略 
地域産業システム、地域産業政策 
金融システム、国際金融、経済開発 
情報システム、ＩＴと社会 
地域経済分析、企業動向分析 
労働史、社会政策 
日本企業論、経営史、地域産業史 
会計・原価計算、経営分析 
中小企業、地域産業集積、アジア経済 
共同研究者 
図表１　この研究の位置づけと狙い
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中小・中堅企業に限定せず、大企業の工場・事業所等
も調査の対象とする。さらに、韓国、中国等における
状況も調査する予定である。
分析に必要な情報は、各種の統計と有識者、関係者
に対するインタビュー調査、関係者、企業等に対する
アンケートによって収集する。収集されたデータは多
変量解析等の統計解析手法あるいは計量経済学的手法
を用いて解析を行い、新しい発見を目指す。
２．下敷きとなったこれまでの研究
（１）３つの研究の流れの合流点
この研究計画は、前述したように産業の競争力に関
する３つの異なる研究領域の発展の交わりの上に構想
された。そこに、この研究のユニークさと地域産業政
策上の意義があると考えている。地域特性を踏まえた
産業振興という視点は政策ニーズが最近、とみに高ま
っている分野である。
この研究計画の研究代表者（原）はこれまでに科学
研究費助成金を申請を行ったことがなかったにも拘わ
らず申請１回目で採択されたのも、本研究計画の内容
が一定の評価を受けたからと考えている。実際に、私
には採択されるという自信があった。
この研究計画の土台となった私たちのこれまでの研
究は次のとおりである。
①　地域産業システムに関する一連の研究
（原田、鯉江、兒嶋ら）
中小製造企業を対象としたこの研究は本研究の共同
研究者である原田誠司（那須大学教授、元長岡短大教
授）をリーダーとして、同じく共同研究者となってい
る児嶋俊郎、鯉江康正ら長岡大学教員グループが新潟
県に焦点を当てて研究を行ってきた。この一連の研究
に対しても平成６年から10年にかけて文部省科学研究
費補助金の交付を受けている。
②　新潟県内地域経済および県内産業に関する一連の
研究（鯉江、兒嶋、松本、高橋ら）
これは鯉江康正、兒嶋俊郎、松本和明、高橋治道ら
（いずれも長岡大学教員）が単独、あるいは協力して
研究を展開してきたものである。
地域産業システムに関する研究
＊新潟県と東京圏における創業・企業成長のメ
カニズムと地域産業政策
〔川崎地域（神奈川県）と信濃川テクノポリ
ス地域（新潟県）の中小製造業の比較研究〕
¡企業のラフサイクルが短期化している
¡75年以降、戦略経営型、技術・研究開発志
向型の創業が増加している
¡信濃川テクノポリス地域と川崎地域では、
地域の特性に影響されるネットワーク特性
の違いに特徴付けられる
¡市域の産業支援策は地域全体のシステムの
再構築に掛かっている
＊地域産業システムの実証的研究
〔全国各地域を対象とした産業集積地におけ
る大学―企業間など社会組織のあり方と競争
力の関係についての調査研究〕
¡我が国では産業競争力と地域産業集積との
関連性に関する研究が不足していて、地域
優位の観点から有効な経営戦略と産業政策
が立てられていない
¡今後の地域優位は知識ネットワークをプラ
ットフォームとする地域産業システムに強
く依存するようになる
　　　　　　　　　研　　　　究　　　　内　　　　容 
平成14年度
平成15年度
平成16年度
作業仮説の構築、関連文献の調査、産業統計の分析、各地域の予備調査 
本格的な実態調査とデータ解析、作業仮説の検証 
補完調査、海外調査、取りまとめ、成果発表 
図表３　研究計画の概要
＊新潟県の地域構造と展望
〔地域計量経済モデルの開発と県内市町村の
長期社会経済指標の分析〕
¡人口移動は集中と過疎の２極分化が進む
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③　イノベーションのメカニズムと我が国のイノベー　
ション・システム（原ら）
この一連の調査研究はこの研究計画の代表者である
原をリーダーとする専門家グループが日本機械工業連
合会および経済産業省の委託によって行ったものであ
る。
私たちは、先ず日本製造業の国際競争力が産業高度
化型イノベーションに強く支えられていたことを明ら
かにし、次いで、新産業として発展したイノベーショ
ンのケース・スタディからイノベーションのダイナミ
ック・プロセスを概念化し、欧米の研究を踏まえてイ
ノベーション・システム構成要素の国際比較から我が
国の現状に即したイノベーション・システム概念モデ
ルを提示した。
これについては、次の章で少し詳しく述べる。
（２）大都市圏と農村圏では開業率・廃業率に格差が
ある
日本経済の長期低迷に裏側に、80年代から始まった
開業率と廃業率の逆転現象がある。つまり、廃業する
事業所の数が新規開業する事業所数よりも多くなった
のである。これが失業率を押し上げる直接的な要因に
なっている。90年代後半に廃業率が上昇した理由は不
況の直接的な影響だろう。しかし、なぜ、開業率がバ
ブル経済期、バブル崩壊期を通じて低下の一途を辿っ
たのかは謎である。因みに、アメリカでは、80年代、
90年代を通じて一貫して開業率が廃業率を上回り、し
かもほぼ同じ水準で動いている。
現在の日本の新規開業率は国際的に見ても最低水準
で、OECD（先進30カ国が加盟する経済開発に関する
国際機関）は90年代を通して最低だった日本経済の低
迷の一因に開業率の低さを挙げている。
国内のデータを仔細に見ると、開業率、廃業率に地
域間で差があることに気が付く。大都市圏ほど開業率、
廃業率ともに高く、農村圏はこれとは逆に両者がとも
に低い傾向がある。とくに、政令指定都市を擁する大
都市圏（北海道、宮城、東京、神奈川、大阪、兵庫、
広島、福岡）は軒並み廃業率が６％以上で、大都市圏
から遠い岩手、山形、富山、福井、長野、島根、徳島
などの４％台とは開きが大きい。沖縄県は開業率、廃
業率ともにもっとも高く、特徴的である。なお、新潟
県は開業率3.3％、廃業率4.8％で、それぞれの全国平
均4.1％、5.9％よりも低い。
この事実認識がこの研究を始めるきっかけの一つに
なった。大都市圏の開業率の高さは説明できるかも知
れない。だが、開業率が高いから廃業率も高くなると
いう理屈は考え難い。私たちは廃業率の差に注目した。
数字に表れる廃業は倒産、自主廃業、事業所の統合な
ど不況に伴って生ずる。農村圏の景況が大都市圏より
も良いということはない。とすれば、農村圏の企業の
方が不況に強い可能性がある。
つまり、個々の企業の市場競争力は地域社会の特性
と繋がっているという仮説が考えられるのである。
３．産業の競争力と地域の特性
（１）ナショナル・イノベーション・システムとは何か
産業の発展と競争力がその産業が立地する地域の持
っている社会的・経済的特性に支えられるところ少な
くないという見方は1980年代後半頃から欧米の経済学
者、経営学者らの間で広まった。背景には、日本の製
造業の目覚しい発展と驚異的な国際競争力が、なぜ生
まれたのかという、従来の経済理論では説明のつかな
い現象への問題意識があったと言われている。
この問題へのアプローチには、３つの流れがあった。
１つはマイケル・ポーター（ハーバード大学教授）の
競争戦略理論、とくに個別産業の国際競争力を実証的
に比較した研究である。彼はある国の特定の産業の国
際優位が４つのファクター、「企業の戦略、ライバル
間競争」「要素条件（技術、労働の質、コスト条件な
ど）」「需要条件（市場の成長性、顧客の質など）」「関
¡要因は産業立地と産業集積の違いにあり、
地域の自立方策は広域圏で計画する必要が
ある
＊長岡都市圏の地域政策に関する調査研究
〔長岡都市圏の地域政策が地域社会・経済に
与える影響の分析〕
＊新潟県内事業所の情報通信ネットワークの現
状と意義に関する調査研究
＊県内経済の国際化と外国人研修者の受け入れ
等県内企業の海外との関係、労働事情当に関
する研究
＊県内産業・企業と企業家の変遷および県内企
業家グループの形成に関する研究
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連・支援産業（強さ、企業間ネットワークなど）」に
支配されて、よく言われている政府の役割や国際関係
の変化などの影響は小さいと結論付けた。
彼はさらに研究を発展させ、産業の地域的ネットワ
ークが競争力の基盤となることを示して、これにクラ
スターという名前をつけた。地域産業集積と訳されて
いる。
第２はＳ．クライン、ローゼンバーグらのイノベー
ションの成功要因についての実証的研究である。そし
て、イノベーションの源泉としては、科学技術よりも
市場の洞察が重要であることを指摘した。
第３の流れがＲ．ネルソンやＢ．ルンドバルらの一
連の仕事で、彼らは主要な国の比較を行って、国の政
策や制度、仕組みがその国のイノベーションにどのよ
うな影響を与えているかを調べた。彼らによると、企
業が主体となって進むイノベーションも、大学などの
公的機関の研究開発や教育システム、金融・財政・通
商政策の影響を受ける。
これが、今や世界の流行語となったナショナル・イ
ノベーション・システムという概念を形作ったのである。
３つのアプローチつまり、競争戦略の理論、イノベ
ーションの成功要因、イノベーション・システム論は
やがて合流し、ニューエコノミー（知識主導型経済）
における経済政策の有力な理論的枠組みへと発展し
た。今日、とくにOECDやEU米国の経済政策担当者の
考え方は、イノベーションについての理論的枠組みと
これに密接な関係がある内生的経済成長理論が基本と
なっている。
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図表４　日本の開業率と廃業率の推移
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（２）イノベーションは経済発展と産業競争力の源泉
イノベーションとは、新しい製品、新しいサービス
を創り出して市場を切り開く創造的な企業活動を言
う。新しいものは従来のものの改良、改善であっても
一向に構わない。イノベーションは技術革新と訳され
ているが、必ずしも新しい技術を必要とするものでは
ない。科学技術は手段にしか過ぎない。
70年代以降、日本の製造業は打ち続く円高トレンド
を物ともせず、世界の市場で圧倒的な競争力を発揮し
てきた。原らのグループは、これが既存企業を中心と
した産業高度化型イノベーションの成功の連続によっ
ていたことを実証データから明らかにした。さらに、
イノベーションを産業高度化型と新産業創出型に分
け、日本は産業高度化型では目覚ましい実績があるが、
おもにベンチャー企業が主役となる新産業創造型では
欧米に比して見るべき実績がないことを指摘した。
今日の経済的な成功はイノベーションに依存する要
素が強くなった。イノベーションが経済発展と産業競
争力の原動力であるという認識は、OECD、米国競争
力協議会、EUなどに共通している。さらに、経済の仕
組みが工業技術主導から知識主導へと大転換しつつあ
る課程では新産業創出型イノベーションの重要性が高
まると見られている。
（３）イノベーションの脇役と舞台装置
イノベーションの主役は企業である。しかし、１企
業だけでは、イノベーションを効果的に遂行すること
ができない。原らのグループは日本の得意としてきた
産業高度化型イノベーションも、新しいものを好み、
品質にうるさい日本の市場、得意な技術分野、関連支
援産業の強さに大いに支えられてきたことを明らかに
した。社内に経営資源をほとんど持っていないベンチ
ャー企業の場合は、周辺からの支援・協力がもっと必
要となる。原らのグループが別に行ったイノベーショ
ンのケース・スタディからもそれをくみ取ることは十
分にできた。
イノベーションを活発にするためには、主役と主役
を支える脇役が絡み合ってストーリーを演じる舞台、
さらには観客（＝市場）をも包み込む大きな建物（＝
社会環境）が必要なのである。イノベーション・シス
テムとは、そのようなものである。脇役には、他の企
業、金融システムや労働市場が必要であり、大学・公
的研究機関も重要な役割を演じる。行政の支援も役立
つ場合がある。
イノベーション・システムの概念モデルはこれまで
にも沢山、発表されている。図表６は原らのグループ
が提示したものである。この概念モデルは、①単に主
ナショナル・イノベーション・システム（ネルソンの定義）
「イノベーション」：企業が新技術を習得して、商用化するプロセス
「システム」 ：ある国の企業のイノベーションを決定付ける相互作用のある一連の組織、制度
「ナショナル」 ：国のレベルでのシステムの違い
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図表６　イノベーションのカテゴリー
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役と脇役との関係や社会システムを示すだけでなく、
主役と脇役が同じ目的意識の下にやり取りを行う舞台
（プラットフォーム）が必要であること、②既存企業
とベンチャー企業とではプラットフォームの構成が異
なること、を示している点に特徴がある。そして、日
本では、ベンチャー企業の舞台（プラットフォーム）
が整えられていないことを強調した。
最近、新聞などでよく話題になる国の競争力ランキ
ングは総合的な国のイノベーション・システムの評価
という意味合いがある。日本は10年前までは１位を維
持していたが、90年代に急落し、今年は30位である。
日本の社会は経済システム、産業システムを含めて時
代の変化に対応できていないということになる。
（４）地域の競争優位を決めるものはなにか
以上述べたように、これまでのイノベーション・シ
ステムはおもに国を単位として議論されてきたのだ
が、Ｍ．ポーターがクラスター（地域産業集積）のも
つ特異な競争力に光を当てて以来、地域レベルでのイ
ノベーション・システムに関心が集まった。日本企業
の中国進出も中国ならどこでもよい訳ではない。企業
は工場でさえも立地を慎重に選定する。企業間の競争
は地域間の競争という様相を呈してきている。
クラスターの代表例はシリコン・バレーやイタリア
のファッション産業であるが、日本のかつての地場産
業、たとえば燕、三条などもその範疇に入るだろう。
最近では、ネット・ビジネス関連のベンチャー企業が
渋谷近辺に集中する現象が知られている。同じ国の中
でも、地域によって微妙な違いがあり、それが個々の
企業の事業の競争力に少なからぬ影響を及ぼすと一般
的には考えられている。
しかし、地域の特性と企業の競争力の関係はまだ十
分には分かっていない。ましてや均質性が高いと考え
られている日本の国内の地域間の違いが立地する企業
の競争力にどのような影響を与えているかはまったく
未知の分野である。私たち長岡大学の研究はこのよう
な観点から行おうとしているのである。
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図表７　イノベーション・システムの概念モデル
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この研究では、下記のような特性要因に着目してい
る。
地域イノベーション。システムの観点から、地方自
治体や大学の果たすべき役割はこれまで以上に大きく
なったと考えられていることを付け加えておく。
４．おわりに
長岡大学地域研究センターを核とする共同研究「大
都市部と農村部における製造業の存立基盤特性と競争
特性の比較研究」の計画の概要とその下地となったこ
れまでの研究を紹介し、研究の狙いと意義を説明した。
この研究の遂行には、長岡はじめ新潟県下の企業、商
工団体あるいは行政の協力が不可欠である。趣旨をご
理解頂き、ご協力とご助言をお願いしたい。
なお、イノベーションと競争力との関係、イノベー
ションのダイナミック・プロセスとイノベーション・
システムについては、長岡大学研究紀要創刊号（2002
年３月）「国際競争とはなにか」（著者：原　陽一郎）
により詳しい解説がある。また、共同研究者である原
田誠司、鯉江康正、高橋治道、兒嶋俊郎、松本和明、
小田康治、権五景の研究論文の多くは、「長岡短期大
学紀要」、長岡大学地域センター報告「地域研究」に
掲載されている。
産業基盤特性 
＊産業発展の経緯 
＊地域の産業構造、企業間関係 
＊行政、商工団体、大学等の役割 
＊金融システムの特徴 
＊雇用慣行と労働条件の違い 
コミュニティ特性 
＊生活価値観、社会習慣、生活環境、 
生活水準 
＊職業意識、就業態度、兼業・副業 
＊共同体意識 
＊歴史、 
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＊教育への姿勢、人的特徴 
＊ＩＴへの取り組み 
＊金融システムの特徴 
＊雇用慣行と労働条件の違い 
＊行政や企 業に対する意識 
経営風土特性 
＊企業経営者の系譜と創業の動機 
＊経営思想、収益構造、財務構想 
＊金融システムの特徴 
＊改革への姿勢 
＊柔軟性、変化への対応力 
企業 
図表８　企業の競争力に影響を与えると思われる地域特性要因
